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島会長挨拶（要旨）
●２０１８春闘では、賃上げと働き方の見直しを両輪にすえて労働諸条件の改善に向けた取り組みを一
丸となって進め、大きな成果を挙げることができた。ここ数年、継続的にベースアップに取り組んでき
たなか、「自分たちの頑張りの成果は、賃金や働き方の改善という形で反映される」という、ごく当然の認識を再び取り戻すことができた。
●自らの仕事に誇りをもち、その成果に対して公正な配分を求めることは、生産性三原則に照らしてみても、ごく当たり前の行為
であり、成果配分としての人への投資は将来の生産性向上に資するものである。
●２０１９春闘では、これまで継続して訴えてきた、人への投資の重要性についてあらためて主張し、航空関連産業の魅力をさら
に高めることが重要であり、今春闘を通じ、将来の生産性向上を確かなものとするためにも、確信をもって自らの一年間の成果
を主張し、賃金をはじめとする人への投資について労使で議論を重ねる必要がある。
●加えて、政府の動向や社会的な流れも踏まえ、総実労働時間の縮減につながる働き方の改善、そして多様な人材が長く活躍で
きる環境の整備も重点課題である。
●働き方改革関連法への対応については、労使での議論を通じて職場実態に合致した制度を導入するラストチャンスであり、２０
２０年が目前に迫るなか、人材の確保と定着に向けて今一度働き方を見直すラストチャンスでもある。単に法の要件を満たすだ
けではなく、要件を超えて労働条件を見直すことが重要であり、それを行えるのは労働組合だけである。
●また、社会全体の労働力人口が減少していくなか、産業発展の基盤となる人材の確保と定着は喫緊の課題であり、今後を展望
するとより重要度が増している。今後に向けて、産業、あるいは企業単位で、これまで以上に働きやすい環境整備に向けた取
り組みを加速する必要がある。
●これまでの春闘でも、日々の創意工夫などに根差した生産性向上の重要性を訴えてきた。そのためには、働き方や環境の改善
が不可欠であり、生み出した向上分を職場の頑張りに応じて適正に配分し、働く者一人一人の次の成長につなげていくことが重
要である。この営みを継続することが、各企業の成長につながっていく。
●働き方の改善により、一人一人の生活時間を生み出すことは、新たな個人消費の拡大にもつながり、日本経済の好循環の実現にも
つながる。働き方の改善と賃金の改善の両方を実現し、これらを起点とする「活力の好循環」を今後安定的にまわす必要がある。
●産業全体で生み出す付加価値の拡大と波及にむけては、取り組みの成果を労働組合のあるなしにかかわらず、産業全体に波及
させる必要がある。ここ数年取り組みを続けてきたが、改めて産業で生み出した付加価値の拡大と波及をすべての取り組みの中
心に位置する考えとして整理し、これまで以上に力強く取り組まなくてはならない。
●永続的に発展できる産業基盤の構築のために先を見据えた議論を今後進める必要があり、その足掛かりとするべく、まずは目標賃
金水準の策定に向けた検討を開始し、産業全体での労働条件向上の実現に向けた一歩を踏み出したい。また、その取り組みを進
めるなかで、産業内での適正取引に向けたガイドライン策定の検討を行うなど、労働組合から産業の価値向上を発信していきたい。

第1回
中央委員会を開催
「航空連合2019春季生活闘争方針（案）」含むすべての議案が、
満場一致で承認されました

1月23日、
田町交通ビルにて開催

第
20
期

第一号議案 「第20期第1四半期活動報告」
第二号議案 「航空連合2019春季生活闘争方針（案）」
第三号議案 「第20期第1四半期会計報告」

議案 全ての議案が承認されました！

熱心な質疑など
を行う中央委員
の皆さん
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総勢204名が参加！
組合側約164名、
会社側約40名

　日本の経済成長と弊害を考える上で
は、日本的雇用慣行について念頭に置
く必要がある。長時間労働や男性中心
の考え方、労働流動性の低さなどによ
る過重労働が経済成長につながっている
一方で、労働者の健康被害といった弊
害を生み出しており、現在の日本的雇用
慣行の歪みが表れている。従って、働き
方改革関連法の意義として、労働者保
護の強化と、時代の変化に合わせた多
様で柔軟な働き方の実現による人材活
用と生産性向上の二点があげられる。
　今後働き方改革関連法に対応してい
くなか、メンタルヘルス悪化の「一次予

防」対策として長時間労働を是正し、職
務の明確化や帰りにくい職場風土の撤
廃など、柔軟な働き方を意識したさまざ
まな働き方改革に取り組むことが重要で
ある。
　具体的に長時間労働の是正を進める
うえでは、労働者を取り巻く職場環境に
よって労働時間が変化することから、職
場単位での職場慣行の改善とともに企
業全体・社会全体で働き方を変えるた
めに協調することが重要である。
　働き方改革と企業経営の関係性につ
いては、新たな人材活用モデル(ワーク・
ライフ・バランス施策の導入、女性活躍

推進、健康経営など)へ転換した企業
ほど好業績につながっていることが分
かっている。労働時間の短縮が利益率
に影響しないことから、長時間労働を是
正しても業績は悪化しないと解釈するこ
ともできる。また、女性の活躍を推進し
ている企業の利益率は高い傾向にあり、
女性管理職を多く登用している企業ほど
利益率や生産性が高い傾向にある。加
えて、メンタルヘルスに対し健康経営と
いう観点で取り組みを進めた企業につい
ても利益率が上昇する傾向にあることが
分かっている。健康度向上を通じた生産
性の向上、長時間労働の是正を通じた

生産性の向上という2つの効果から、
勤務間インターバル制度は企業業績を
向上させる可能性がある。働き方改革
による生産性向上分を賃金改善の原資
とすることで労働者の離職防止につなが
る。働き方改革は実施してから効果が出
るまでにタイムラグが生じることから、
会社にとって費用ではなく投資に相当す
ると認識すべきである。

　連合ではこれまで様々な格差を是正
し、持続可能な社会・経済の実現に向
けた取り組みを進めてきた。春季生活闘
争への参加・賃上げ獲得組合が広がる
など、一定程度成果を上げてきたが、
社会全体を俯瞰したとき、企業規模間、
雇用形態間などの格差は依然として縮
まっていない。
　「経済の自律的成長」「社会の持続性」
を実現するためには、すべての働く者の
「底上げ・底支え」「格差是正」による継
続した所得の向上を実現するとともに、
社会保障と税の一体改革の実現にむけ
た取り組みなどによって将来不安を払拭

することで、消費の拡大をはかっていく
ことが不可欠である。加えて、一人ひと
りの働きの価値が重視され、その価値
に見合った処遇が担保される社会を実
現していくことが重要である。2019闘
争はその足がかりを築いていく年と位置
づけ、賃金の「上げ幅」のみならず「賃
金水準」を追求する闘争を強化していく。
あわせて、人手不足が深刻化し、働き
方改革関連法が成立した中、個別企業
労使にとって「人材の確保・定着」と「人
材育成」に向けた職場の基盤整備が従
来以上に重要課題となる。2019春季
生活闘争においても、働き方を含めた

「サプライチェーン全体で生み出した付
加価値の適正分配」に取り組み、取引
の適正化と健全で安全で働きがいのあ
る職場の実現が同時に推し進められるよ
う、連合全体で取り組むとともに、社会
に向けても発信し、社会全体の生産性
向上を促していく。
　賃上げ要求については、社会全体に
賃上げを促す観点とそれぞれの産業全
体の「底上げ・底支え」「格差是正」に
寄与する取り組みを強化する観点を踏ま
え、2％程度を基準とし、定期昇給相当
分（賃金カーブ維持相当分）を含め4％
程度とする。また、中小企業の賃上げ

原資確保には取引の適正化の推進が不
可欠であり、「サプライチェーン全体で生
み出した付加価値の適正分配」が必要
である。企業内労使の建設的な議論を
進めるとともに、中小企業経営者団体
および行政機関と連携し、社会全体に
対する情報発信による世論形成をはか
る。また、経営に偏った成長戦略ではな
く、生産性向上を前提とした生産性三
原則の重要性を訴える。

　経済界をあげてイノベーションを巻き
起こし企業の変化を促すことで、産業
の新陳代謝と構造変革を推進していく
必要がある。その際重要なことは、年
齢や性別、国籍など様々な属性の人材
が、働きがいを感じながら協働できる職
場をつくること、またその人材が能力を
最大限に発揮できるよう、多様で柔軟な
働き方を選択できる組織・職場をつくっ
ていくことである。加えて、働き方が多
様化する中で、新たな価値の創造に寄
与する働き手に対し、仕事や役割、貢
献度を適正に評価し、処遇に反映する
ことがますます重要となる。

　他方、求められる人材像が高度化・
多様化していく中にあって、働く側も大
きな変革の時代を迎えている。中でもイ
ノベーションの創出については、すべて
の社員が日常的に意識して取り組むべき
課題として、企業全体へ浸透させること
が重要である。また、中小企業における
労働生産性向上も重要であり、大企業
はサプライチェーン全体の問題として人
材活躍の推進など様々な協力を通じて、
業界全体の生産性向上の旗振り役とな
ることが求められる。多くの企業では多
様で柔軟な働き方を選択できるよう、仕
事と育児の両立支援において、男性の

育児を積極的に支援する必要がある。
そして、仕事と介護の両立支援につい
ては、社員に企業が寄り添い、介護の
あり方をともに考え、仕事との両立に取
り組まなければならない。仕事と治療の
両立支援については、相互理解促進に
努め過度な負担がかからないよう、適切
な配慮を図ることが重要である。
　大手を中心に多くの企業で賃金引き
上げのモメンタムは着実に継続してい
る。労使関係のさらなる進化の観点か
らも、労使による徹底的な議論を経て
企業が決定するという賃金決定の大原
則を踏まえ、賃金など処遇を改善し、そ

れをさらなる働きがいや生産性向上につ
なげていく必要がある。そのために多様
な方法による年収ベースの賃金引上げ
や総合的な処遇改善を求めていく。賃
金引き上げの成果を個人消費に結びつ
けていくためには、政府は社会保障制
度の持続可能性と安心感を高め、可処
分所得の増加につなげること、企業は
多様な人材の活躍推進に取り組み将来
への安心感を高めることが必要である。

2019
労使
フォーラム
を開催！

航空連合

1月23日、第1回中央委員会に
引き続き、「2019労使フォーラ
ム」を開催し、2019春闘を迎え
るにあたり、働き方改革関連法の
意義と今後の課題、最新の労働
情勢、および上部団体である連合
の今春闘に臨む考え方について共
有すべく、3名の講師を迎えご講
演をいただきました。

慶應義塾大学　商学部教授
山本 勲 氏

日本に求められる働き方改革の実現と
生産性・賃金の向上について
講師

日本労働組合総連合会（連合）
副事務局長　内田 厚 氏

連合2019
春季生活闘争方針
講師

(一社)日本経済団体連合会労働政策本部
上席主幹　新田 秀司 氏

2019年版
経営労働政策特別委員会報
講師

Ⅰ
講演

Ⅱ
講演

Ⅲ
講演
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この印刷物は再生紙を使用しています。

は、航空関連産業で働く仲間・労働組合が大同団結し、産業の魅力の向上や基盤の強化に向けて１９９９年１０月
に結成された、航空労働界を代表する最大の産業別労働組合です。54の企業別組合の41,419人（うち客室乗
務員約1万4000人）で構成され、ナショナルセンター「連合」に加盟しています。

航空連合

結成20年を振り返り、
総点検プロジェクト実施中！

　航空連合は今期、第20期に1999年の結成から20年目を迎えました。これまでの航空連合の活動と運営を振り返り、
総点検したうえで、中長期的な視点に立ち、今後のさらなる飛躍に向けた準備に取り組む必要があるとの認識のもと、第
20期運動方針を確認しました。
　具体的には、「総点検プロジェクト」を事務局内で立ち上げ、継続的に検討を進め、毎月の中央執行委員会で検討状況を
共有し、方向性の議論を深めています。また、できるだけ多くの方にご意見をいただくとともに、航空連合地方組織との
連携を図るべく、航空連合のすべての専門委員会、部会、地方執行委員会等で議論を行っています。

これまであげられている意見（一部抜粋）

　今後も航空関連産業の発展に向けて、環境変化に的確に対応しながら、活動の進め方や運営の見直しを行い、魅力あ
る産業の実現に向けて精力的に取り組みます。

●自組織の課題も複雑化している。航空連合からのサポートを強化してほしい。
●今後も人材不足が見込まれる中、産業としての労働条件の向上や、産業で働く魅力の発信などに取り組んでほしい。
●地方執行委員会の活動、加盟組織間の交流を強化したい。そのためにも本部のサポートを強化してほしい。
●会議の資料が多い。電子化を進め、タイムリーに共有できるようにしたい。
●航空連合のスケールメリットを感じられる共済サービスなどを点検、充実してほしい。

■総点検プロジェクト 概要スケジュール

■航空連合が加盟組合に提供できる価値の例

多様なステークホルダー
意見発信、知見獲得 労働条件の維持・向上 仲間の輪の拡大・組織化

政策の立案と実現 社会貢献・国際活動

加盟組織のサポート会社・職種横断機能

連合や他業種などの情報提供

働きやすい職場環境づくり

航空連合の存在意義・価値を一層高めるとともに、加盟組織の組合員と広く共有し、
参画感を高めることで活動の充実を図る。

「今後、航空連合がめざす姿」（12月代表者会議・中執確認事項）

2018年
10月～12月

現状分析 解決方針検討 とりまとめ

2019年
1月～4月 5月～7月 8月～9月 第21期

第21期運動方針・実行計画
（体制構築・予算反映等）
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